○○組合（○○地区農用地利用改善団体）規約
（目的）
第１ この組合は，○○地区の農業の振興と農業経営の改善を図ることを目的とする。
（名称）
第２ この組合は，「○○組合」とする。
（地区）
第３ この組合の地区は，○○○町○○の区域とする。
（組合の事務所）
第４ この組合の事務所は，○○○町○○××番地に置く。
（事業）
第５ この組合は，第１の目的を達成するため次の事業を行う。
　（１）農用地利用改善事業の実施に関すること。
　（２）組合員の事業に必要な共同利用施設の設置に関すること。
　（３）その他第１の目的達成に必要な事業に関すること。
（組合員の資格）
第６ この組合の組合員の資格を有する者は，○○地区内の農用地につき所有権又はその
　他の使用収益権を有する者及び組合の事業施設を利用することが相当と認められる者
　（又は○○地区に住所を有する農業者）とする。
（組合への加入脱退）
第７ この組合への加入脱退は，組合員の自由意志で決定し，組合長に届け出ることによ
　り効力を生ずる。
（組合の役員）
第８ この組合の業務を円滑に運営するため，次の役員を置く。
　（１）組合長１名
　（２）副組合長１名
　（３）会計，書記１名
　（４）監事１名
　２ 組合長は，この組合を代表し，会務を処理する。
　３ 副組合長は，組合長を補佐し，組合長に事故あるときは，その職務を代理する。
　４ 監事は，会計会務り執行を監査する。
（役員の選出）
第９ 役員の選出は，総会における組合員の互選による。
（役員の任期）
第10 役員の任期は２年とし，再任を妨げない。ただし，補欠により選任された役員の任
　期は，前任者の残任期間とする。
（総会）
第11 総会は，毎年１回開催する。組合員の３分の２以上の請求があったときは，臨時総
　会を開催することができる。
（総会の議決事項）
第12 次の事項は，総会の議決を経るものとする。
　（１）規約の変更
　（２）解散
　（３）農用地利用規程の作成及び変更（期間延長を含む）
　（４）事業計画及び収支予算の決定又は変更
　（５）事業報告及び収支予算の承認
（総会の議決方法）
第13 総会は，組合員総数の○分の１以上に当たる者が出席して開くものとする。
　２ 組合員は，総会において，各１個の議決権を有する。
　３ 総会議事は，出席者の議決権の過半数で決する。
（運営委員会）
第14 この組合の業務を円滑に運営するため，運営委員会を置く。
　２ 運営委員会に関する必要な事項は，組合長が別に定める。
（経費）
第15 この組合の運営に関する経費は，会費等を持ってあてる。
（会計年度）
第16 この組合の運営及び会計年度は，毎年○○月○○日から翌年○○月○○日とする。
（その他）
第17 その他組合の運営に必要な事項は，別に定める。
（附則）
この規約は，平成○○年○○月○○日から施行する。
（この組合が出資組合の場合）
Ⅰ 第７の別案として
（組合への加入）
第７ この組合への加入は，組合員の自由意志で決定し，組合長にその旨を届け出る。
　２ 前項の届け出のあったときは，組合は，出資の払込みをさせるものとする。
　３ 第１項の届け出をした者は，前項の規定による出資の払込みをしたときに組合員とな
　　る。
第７の２ 出資一口の額は，金○○○○円とし，全額一時払込みとする。
２ この組合に現物出資をする組合員の氏名，出資の目的たる財産及びその価値並びにこ
　れに対して与える出資の口数は，別に定めるとおりとする。
（脱退）
第７の３ 組合員は６０日前までにその旨を書面をもってこの組合に予告し，当該事業年
　度末において脱退することができる。
　２ 組合員は，次の事由によって脱退する。
　（１）組合員たる資格の喪失
　（２）死亡
　（３）除名
（除名）
第７の４ 組合員が次の各号の１に該当するときは，総会の議決を経て，これを除名する
　ことができる。この場合には，その組合員に対し総会の会日の１０日前までにその旨を
　通知し，かつ，総会において弁明する機会を与えなければならない。
　（１）正当な理由なくして１年以上この組合の施設を全く利用しないとき。
　（２）この組合に対する義務の履行を怠ったとき。
　（３）この組合の事業を妨げる行為をしたとき。
　（４）この組合の規約に違反し，その他故意又は重大な過失により，この組合の信用を
　失わせるような行為をしたとき。
２ この組合は，除名を議決したときは，その理由を明らかにした書面をもって，その旨
　をその組合員に通知するものとする。
（持分の払戻し）
第７の５ 組合員が脱退した場合には，脱退した事業年度の終わりにおけるこの組合の財
　産につき，別に定めるところにより算定した持分の額を払い戻す者とする。
　２ 脱退した組合員が，この組合に対して払い込むべき債務を有するときは，前項の規
　定により払い戻すべき額と相殺するものとする。
Ⅱ 残余財産の分配
第15の２ この組合が解散した場合において，各組合員に別に定めるところにより算定し
　た持分の額を払い戻すものとする。
　２ 前項の規定による持分の払い戻しについては，第７の５第２項の規定を準用する。
